共同研究契約書（案）
　学校法人鈴鹿医療科学大学（以下「甲」という。）と、　　　　　　　　　　　（以下「乙」
という。）は、「　（研究課題）　　」に関して共同研究を行うことに合意し、以下のとお
り契約する。（以下「本契約」という。）。
（共同研究の目的）

第１条　甲および乙は　「（研究課題）」　に関し、本契約第４条に定める役割分担に従い相互に協力して、技術移転するための研究（以下「本研究」という。）を双方の善意に基づいて行う。
（共同研究の期間）

第２条　本研究の期間は、令和　年　月　日（又は契約締結日）から令和　年　月　日までとする。
（共同研究費）
第３条　甲の施設における本研究の費用は、　　　　　　円（消費税及び地方消費税込）とし、乙がこれを負担する。

２　乙は、前項の費用を甲が発行する請求書の条件に従って支払うものとする。
３　甲は、契約代金請求時に消費税および地方消費税（以下総称して「消費税等」という。）
相当額を算出し、契約代金とあわせて乙に請求する。なお、消費税等相当額の算出に関
して１円未満の端数が生じた場合には、当該端数は切り捨てるものとする。
４　税率の改定その他の事由により算出方法等に変更が生じた場合は、前項の消費税等相
当額を変更し、その結果、甲に納入された料金に差額が生じる場合は、その差額を精算
するものとする。
５　本契約で定められた研究期間中であっても、本契約が完了した場合は、完了した日に
おける税率により消費税等相当額を変更し、その結果、甲に納入された料金に差額が生
じる場合は、その差額を精算するものとする。
（共同研究の内容）

第４条　本研究における役割として、甲は　　　　　　を行い、乙は　　　　　　を行う。
２　本研究にあたって、甲、乙双方は、互いの保有する関連技術情報（実験状況、実験成果、関連研究者との面談を含む。）の提示を要請できるものとし、互いに許諾するべく努力する。

（知的財産権の取扱）

第５条　本研究により得られる知的財産権その他これらに準ずる権利（以下「知的財産権等」という。）は、乙に帰属するものとする。
２　甲および乙は、本研究において新規の知的財産権が生じたときは、速やかに相手方に通知した上で特許権等の共同出願の手続きについて協議の上で定めるものとする。
（守秘義務）

第６条　甲および乙は、本契約に関連して知り得た相手方の技術上・経営上の一切の秘密情報を本研究の遂行以外の目的で使用してはならず、また第三者に漏洩し開示してはならない。
２　本契約において「秘密情報」とは、文書化されたものかまたは口頭による情報で当事者が秘密であることを明示したものをいう。
３　前二項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは秘密情報には含まれない。
（１）相手方から知得する以前に既に所有していたもの、あるいは公知であったもの。

（２）相手方から知得した後に、自己の責に帰し得ない事由により公知となったもの。

（３）正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を伴わずに知得したもの。

（４）相手方の秘密情報によらないで独自に開発したことが書面より立証できるもの。

（５）法令または裁判所の命令により開示を義務付けられているもの。

（成果の公表）

第７条　甲は原則として、本契約に定める内容の研究成果を公表する。ただし、甲および乙は本研究の成果を学会等で外部に公表する場合には、前第６条に抵触しない範囲で行うものとし、

かつ、その内容、時期、方法等については事前に相手方と協議の上合意するものとする。
（協議）

第８条　本契約に定めのない事項または本契約の解釈について疑義を生じたときには、甲・乙誠意をもって協議し解決するものとする。
（合意管轄）
第９条　本契約に関する訴えは、甲を所在地とする津地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（効力）

第10条　本契約は、契約締結日にかかわらず、令和　年　月　日に遡及して発効するものとする。
本契約を証するため、本契約の原本二通を作成し、甲、乙各一通を保有する。

令和　　年　　月　　日　　←双方の調印後に記入します。
　　

　（甲）　　住　　所　　　三重県鈴鹿市岸岡町1001番地１

　　　　　　　　氏　　名　　　学校法人鈴鹿医療科学大学
理事長　　　髙　木　　純　一　　　印

　　　（乙）　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
・朱書き部分についてご記入ください。


・その他変更がございましたら朱書きでお直しください。








